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Ⅰ．緒　言

　現在、65 歳以上の高齢者割合は 28.4％となり、

2030 年には３人に１人の割合になると試算されてい

る１）。この 2030 年問題は極めて今日的な地域医療を

めぐる社会全体の問題となっている。高齢化による疾

病構造の変化と医療需要の急増により、住み慣れた地

域で生活を継続できる医療・介護体制を目指した「地

域包括ケアシステム」構築に重点が置かれ、医療の中

心は病院から在宅への移行が宣言されて久しい。複数
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要　旨

目的：本研究は、訪問看護師、ケアマネジャー、退院支援看護師および行政保健師を中心に、

地域を巻き込んだ連携協働に携わる医療介護福祉専門職者を対象として、「連携尺度」を用いて、

静岡県東部地域の医療介護福祉専門職者間の協働実践（IPW）の現状把握および課題抽出を行っ

た。

研究方法：無記名自記式質問紙により、対象者に研究の趣旨を記載した依頼文書と質問紙を

持参し、郵送により回収し、記述統計量（SPSS ver.22.0）を算出。自由記載は内容分析を行い、

カテゴリー化し、さらに　Text Mining Studio vol.6.1 を用いて自然言語処理による統計的テキス

ト解析を行った。

倫理的配慮：順天堂大学保健看護学部研究等倫理委員会の承認（承認番号　第 27-13 号）

結果：質問紙 500 部配布中 349 名（69.8％）より回答が得られた。「連携尺度」下位尺度別項

目の平均値比較では「退院前カンファレンスなど病院と地域との連携の良さ」が最も高く、次

に「他の施設の医療福祉従事者と気楽にやりとりができる」が高かった。

考察：ケアマネジャー資格や多職種連携に関する研修の有無が「連携尺度」において有意に高

得点となった。福祉職、行政職は連携の「場」「顔」を重視し、看護職その他実際に介護・医療

サービスを実践している職種は、「情報交換」「連携」「共有」を重視していた。

結論： IPW コミュニティケアモデルの一助とするための基礎資料としたい。
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の専門職者らがそれぞれの知識と技術を提供し、療養

者・家族のために目標を１つに定めた保健医療福祉の

連携・協働による療養者支援の場が在宅看護の現場で

ある。国の施策としての平均在院日数の短縮化により、

在宅療養は高度化・多様化し、保健医療福祉の専門職

者らには今後ますます高度な専門性が要求される。「地

域包括ケアシステム」構築には、医療介護福祉専門職

者間の地域連携・協働実践（Inter-professional Work : 

IPW）コミュニティケアモデルが必須である。

　本研究では、訪問看護師、ケアマネジャー、退院支

援看護師および行政保健師を中心に、彼らが地域で連

携協働している医療介護福祉専門職者らを対象として、

静岡県東部地域の医療介護福祉専門職者間の協働実践

（IPW）の現状把握および課題抽出を行うことを目的

とした。「地域包括ケアシステム」構築のための医療

介護福祉専門職者間の地域連携・協働実践（IPW）コ

ミュニティケアモデルの一助とするための基礎資料と

したい。

Ⅱ．研究方法

1．調査期間：平成28年３月１日～平成29年５月31日

2．研究デザイン：無記名自記式質問紙調査票を用い

た量的記述研究デザイン

3．研究協力者および依頼方法：静岡県東部地域にお

ける医療介護福祉専門職者間の連携・協働実践の現任

者を対象として、縁故を活用し専門職者団体に働きか

け、病院長や保健師所属長および事業所の長に文書お

よび口頭にて説明し協力を依頼した。

4．データ収集方法：対象者に研究の趣旨を記載した

依頼文書と質問紙を持参し、調査を依頼した。調査用

紙の回収は郵送による返送とし、回収をもって同意を

得た。

5．調査内容：調査内容は、阿部泰之・森田達也両氏

の開発した「医療介護福祉の地域連携尺度」２）（26 項

目）を用いた。さらに、本研究では退院支援における

連携について明らかにするために、７項目を追加し、

計 33 項目とした。追加した項目は、「医療介護福祉

の地域連携尺度」調査票の基になっている森田達也・

井村千鶴両氏が開発した「緩和ケアに関する地域連携

評価尺度」３）から全て引用した。具体的には、同尺度

開発の過程で除外された「他の施設の関係者と情報交

換が気軽にできる」の１項目を「医療介護福祉の地域

連携尺度」の下位尺度Ⅰ【他の施設の医療福祉従事者

と気楽にやりとりができる】に追加した。また、「利

用できる地域の医療資源やサービスについて、具体的

に患者や家族に説明できる」の１項目を同じく「医療

介護福祉の地域連携尺度」の下位尺度Ⅵ【地域のリソー

スが具体的に分かる】に追加した。さらに、「緩和ケ

アに関する地域連携評価尺度」３）における下位尺度【退

院前カンファレンスなどの病院と地域との連携がよ

い】の全ての項目（５項目）を連携尺度に新たな下位

尺度Ⅶとして追加した。

　また、「医療介護福祉の地域連携尺度」２）や「緩和ケ

アに関する地域連携評価尺度」３）では、「患者（利用者）」

や「がん患者」という語が用いられていたため、本研

究の目的に沿って「療養者」「在宅に移行する患者」「退

院する患者」という語に適宜差し替えた。

　採点方法については、「医療介護福祉の地域連携尺

度」２）では「思わない（１点）」から「非常に良く思う（５

点）」の５段階評価であったが、本研究では中間とな

る評価をあえて削除し「まったくない（１点）」から「と

てもある（４点）」の４段階評価とした。したがって、

尺度全体の合計は最高 132 点、最低 33 点で、得点が

高いほど地域との連携がとれていることを意味するも

のとした。以上の変更を加えた調査票を「連携尺度」

と呼び本研究で使用した。「連携尺度」の下位尺度及

び項目内容を表１とした。

　なお、これら尺度の改変と利用にあたっては、尺度

開発者からの承諾を得て行った。

　基本属性については、①年齢②性別③専門職種④所
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属する施設・事業所の種類⑤ケアマネジャー資格の有

無⑥管理職か否か⑦現在の専門職種の経験年数⑧連携

に関する研修の有無の 8 項目

　自由記述については、全ての下位尺度の最後に記載

欄を設け、必要と感じていることなどを具体的に自由

記述してもらうように求めた。

6．データ分析方法：

1）量的データ分析方法：　

　「連携尺度」を用いた量的データは、下位尺度別及

び全体で信頼性係数（Cronbach のα）を算出した。さ

らに因子分析「主因子法」および「プロマックス回転」

によって構成概念妥当性（構造的）を確認した。

また、ケアマネジャー資格の有無別、研修受講経験の

有無別の 2 群間で「連携尺度」得点を比較した。検

定は Mann-Whitney の U 検定を用い、有意水準は５％

未満とした。解析ソフトは SPSS Ver.22.0 を用いた。

2）自由記述データの分析

　自由記載について質的研究デザインにより内容分析

を行い、カテゴリー化し、抽出したデータを自然言語

処理による統計的テキスト解析法（Text Mining Studio 

vol.6.1）を行ない分析した。

7．倫理的配慮：順天堂大学保健看護学部研究等倫理

委員会の承認を得て（承認番号第 27-13 号）プライ

バシーの保護、研究協力への参加は自由であることを

文書にて説明した。

表１「連携尺度」の下位尺度及び項目内容
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表２ 基本属性Ⅲ．結果

　質問紙 500 配布中 349 名（69.8％）より回答が得

られた。欠損値がない 337 名（67.4％）を対象とした。

1．基本属性

　回答者は 20 代～ 60 代で全年代とも男性の割合が

少なかった。年齢×経験年数の組み合わせにおいて、

30 代以上で経験年数の低い者は少なかった。22.7％

が管理職である。女性中心の職場であったが、男女比

に比べ、男性管理職の割合がやや高い。看護職者が

45.5％と最も多く、次いで行政保健師 21.5％、ケア

マネジャー 11.8％となる。看護職者の内訳は、訪問

看護師、病棟看護師、退院支援看護師、外来看護師の

順に多かった。また回答者の所属する施設・事業所は、

行政は 28.4％、病院は 24.1％、訪問看護ステーショ

ンは 22.3％でほぼ同数並び、全体の約 3/4 を占めて

いた（表２）（表３）（表４）。

2.「連携尺度」下位尺度Ⅰ～Ⅶ（33項目）の信頼係数

　下位尺度 I ～Ⅶ（33 項目）の信頼性係数を求めた（表

５）。信頼性係数は、尺度全体で 0.94、全ての下位尺

度で 0.79 ～ 0.90 となっており十分に高い値を示した。

3．因子分析「主因子法」および「プロマックス回転」

によって構成概念妥当性（構造的）を確認した（表６）。

元となる森田氏らの「緩和ケアに関する地域連携評

価尺度」の構造と一致した。尺度としての構成概念

妥当性に問題はないと思われる。

4．「連携尺度」平均値比較

　「連携尺度」下位尺度別項目の平均値を比較してみ

ると、Ⅶ「退院前カンファレンスなど病院と地域と

の連携の良さ」2.85 点で最も高く、次にⅠ「他の施

設の医療福祉従事者と気楽にやりとりができる」2.82

点。一方Ⅲ「地域の関係者の名前・顔・考え方がわかる」

2.30 点が最も低く、次いでⅣ「地域の多職種で会っ

たり、話し合う機会がある」2.45 点であった（表７）。
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表３「回答者の年齢と専門職業の経験年数」のクロス集計

表４「回答者の性別と管理職」のクロス集計

表５「連携尺度」下位尺度Ⅰ～Ⅶの信頼係数
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表６「連携尺度」の因子分析結果
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5．ケアマネジャー資格の有無別「連携尺度」得点比較

　ケアマネジャー資格を「持っていて兼務している、

したことあり」および「持っているが、したことなし」

を「資格あり」とし、「持っていない」を「資格なし」

とし、この 2 群間（ケアマネジャー資格有無）で比

較検定をしたところ第Ⅶ尺度を除く下位尺度別得点及

び合計得点において、ケアマネジャー資格を持ってい

る人の方が有意に高得点であった（表８）。

6．研修受講経験の有無別「連携尺度」得点の比較

　「施設内受講あり」および「施設外受講あり」と「ど

ちらもあり」を「受講あり」とし、「どちらもなし」と「受

講なし」の 2 群間（研修受講経験の有無）で比較検

定した結果、全ての下位尺度別得点及び合計得点にお

いて、受講経験のある人の方が有意に高得点であった

（表９）。

7.「連携を促進させる要因」の分析結果

　連携を促進させる要因についての自由記載の生デー

タを丹念に読み解き、文脈ごとに抜き出し内容分析し

てデータに忠実にコード化し 104 コードを抽出した。

コード化したものを類似性の観点からカテゴリー化し

た（表 10）。26 のサブカテゴリーから【顔の見える

関係づくり】【信頼関係づくり】【環境づくり】【対象

理解】【目的を 1 つにした方向性】【情報共有、情報交換】

【直接言葉コミュニケーション】【早期の連絡】【シス

テムの構築】【多職種間の相互理解】【感謝の気持ちや

敬意をもつ】の 11 カテゴリーが抽出された。

　さらにデータに忠実であるための客観性や信頼

性・妥当性を確保するために、抽出した全データを

対象にテキストマイニングソフト（Text Mining Studio 

vol.6.1）を用いて自然言語処理による統計的テキスト

解析を行なった。「職種別単語頻度解析」（図 1）。単

語では「ケアマネジャー」「顔」「コミュニケーション」

「連携」「お互い」「情報」「サービス提供者会議」「連絡」

「関係」の順に多く登場しており、連携を促進させる

要因としてほとんどの職種が記述したのは「ケアマネ

ジャー」であり、連携促進にとって重要な職種である

ことがわかる。「顔の見える関係」「コミュニケーショ

ン」「連携」「情報」等の単語も様々な職種が記述して

いることがわかる。

8.　不足している「連携要因」「医療サービス」「居宅

　　サービス」の分析結果

　不足している「連携要因」についての自由記載の生

データを丹念に読み解き、文脈ごとに抜き出し内容分

析してデータに忠実にコード化し、62 コードを抽出

した。コード化したものを類似性の観点からカテゴ

リー化した。20 のサブカテゴリーから【インフォー

表７「連携尺度」下位尺度別項目の平均値
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表８ ケアマネジャー資格有無別「連携尺度」得点

表９ 地域連携・多職種連携に関する教育（研修）受講経験の有無別「連携尺度」得点

図１ 単語別頻度解析（ Text Mining Studio vol.6.1 ）
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表 10 連携を促進させる要因（自由記載から）
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マルサービスの連携不足】【調整する人物の不在】【利

用者の正確なニーズや意思の把握不足】【時間調整不

足】【マンパワー不足】【医師の協力不足】【不慣れで

経験不足】【繋いだらそれで終わり意識】の８カテゴ

リーが抽出された。

　不足している「医療サービス」（自由記載）として

は「入院施設」、「往診」、「訪問診療」、「看取りの医

師」、「歯科診療」、「認知症専門機関」、「緊急時対応」、

「認知症対応」、「精神科診療」、「小児診療」、「訪問服

薬指導」、「夜間の訪問看護」、「緊急時訪問看護」、「小

児訪問看護」、「精神訪問看護」、「小児リハビリ」、「訪

問栄養指導」、「訪問リハビリ」が挙げられた。

　不足している「居宅サービス」（自由記載）として

は「訪問介護」、「デイサービス」、「外出手段」、「グルー

プホーム」、「小規模多機能事業所」が挙げられた。

9．対応バブル分析結果

　職種別に自由記載の内容をテキストマイニングソ

フト（Text Mining Studio vol.6.1）を用いて、言葉の

係り受け情報から単語と属性の関係性を 2 次元に表

示するプログラム「対応バブル分析」をした。距離が

近いと使われ方が似ているため関係性が強いことを

明らかにし、バブルの大きさは単語の出現頻度に対

応している。福祉職、行政職は少し外れた位置にあ

り、「場」「顔」を重視している傾向が見られた。一方、

看護師、医師、ケアマネジャー、介護職、リハビリ

職等の職種は、「情報交換」や「情報」、「連絡」「連携」

「理解」「共有」「役割」が非常に近い位置にあり、「情

報」を重視する傾向が強いことがわかった（図 2）。

Ⅳ．考察

　地域の医療介護福祉における多職種連携を日頃から

頻繁に実施している訪問看護師、退院支援看護師、行

政保健師らを中心に、地域を巻き込んで関係する多職

種に働きかけた調査を行ったため、退院カンファレン

スなどの地域と病院との連携の良さが評価された。他

の施設の医療福祉従事者と気楽にやり取りができてい

ることが静岡県東部地域における連携・協働（IPW）の

強みであった。退院時のカンファレンスおよび情報提

供は行われているが、薬局や訪問診療、訪問介護が実

際には不足しており、より専門的な訪問医療サービス

の不足も課題として抽出された。自由記載には「顔の

見える関係作り」という意見も多くあったが、地域の

関係者の名前や顔まではわかるが、性格や考え方がわ

かるほどの踏み込んだ関係性ではなく、他施設の理念

まではわからない、連携は取れているが、密接な関係

性とは言えないことも明らかになった。

　またケアマネジャー資格の有無や研修の受講の有無

が「連携尺度」の得点に大きく関係しており、ケアマ

ネジャー資格取得や多職種連携についての教育経験が

連携を促進させる要因となっていることが確認できた。

対応バブル分析より、福祉職や行政保健師は「場」「顔」

という単語と関係性が強いことを表しており、「場」や

「顔」を重視し、集まって顔を合わせて話し合うことで

多職種連携がある程度達成されると考えていることが

わかる。一方、看護師や医師、ケアマネジャー、介護職、

リハビリ職等の実際に地域において介護保険や医療保

険を巡るサービスを提供・実践している職種にとって

は、「情報交換」「連携」「連絡」「共有」「理解」「コミュ

ニケーション」「担当者会議」「ケアマネジャー」という

単語との関係性が強いことがわかり、これらの単語が

密接に関係しており、多職種連携におけるコミュニケー

ションを通して情報交換や情報共有をより重視してい

ることがわかる。職種と単語の関係性を解析すること

によって、それぞれの職種がどの言葉との関係性が強

いかがわかり、何を重要視しているかを確認すること

ができた。

　「連携を促進させる要因」としては、【顔の見える関

係づくり】【信頼関係づくり】【環境づくり】は先行研

究によると linkage（つながり）レベルとしての「関係

者間の関係性への働き掛け」４）を重視した要因であると

言える。また【情報共有、情報交換】【直接言葉コミュ
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ニケーション】【早期の連絡】は coordination（調整・

協調 ) レベルとしてのよい連携を行おうとチームメン

バー個々の意識が高まり、連携意識をもってチーム連

携を行っているか否かに関する「連携意識」４）を重視し

た要因であった。福井らは連携力の段階を３つにわけ、

第一段階を「顔の見える関係力」、第二段階を「連携意

識力」、第三段階を「連携行動力」と名付けた４）が、不

足している連携要因としては、「顔の見える関係づくり」

ができた後に問題になるより複雑な full integration（統

合）レベルの「連携行動力」であると述べられている４）。

【インフォーマルサービスの連携不足】【利用者の正確

なニーズや意思の把握不足】【繋いだらそれで終わり意

識】などはさらによい連携を行おうと個々の意識の高

まりがより複雑な連携要因へとさらに一歩進めた連携

意識への期待が込められていると考えられる。また【調

整する人物の不在】【時間調整不足】【マンパワー調整

不足】【医師の協力不足】【不慣れで経験不足】などに

は実際の連携行動不足に関する課題が込められていた。

図２ 対応バブル分析（Text Mining Studio vol.6.1）
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Ⅴ．本研究の限界

　本研究の質問紙に協力してくれた回答者の職種は

看護職、福祉職、リハビリ職、介護職、ケアマネジャー、

医師、薬剤師、歯科医師、歯科衛生士と地域を巻き

込んだ多職種が対象者となっていたが、看護職から

の縁故を求めた研究であったために看護職が全体の

45.5％を占めて最も多く、医療介護福祉の連携調査

というには偏りが生じてしまっていたことに本研究

の限界を感じる。

Ⅵ．結　論

　静岡県東部地域において連携の強みとなっている

点は退院カンファレンスなどの地域と病院との連携

の良さであり、他の施設の医療福祉従事者と気楽にや

り取りができていることであった。「顔の見える関係

力」「連携意識力」は高まっているが、実際にはまだ

まだ【調整する人物の不在】【時間調整不足】【マンパ

ワー調整不足】【医師の協力不足】【不慣れで経験不

足】などが「連携行動力」に対する課題であり、連携・

協働（IPW）の弱さとして把握できた。薬局や訪問診

療、訪問介護が実際に不足しており、より専門的な

訪問医療サービスの不足も課題として抽出された。

　静岡県東部地域において明らかになった社会資源

や環境（人的および物的）における課題について、今

後の「地域包括ケアシステム」構築のために、静岡

県東部地域における医療介護福祉専門職者間の地域

連携・協働実践（IPW）コミュニティケアモデルの基

本資料として具体的に生かしていきたいと考える。
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